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県内事業者等への影響調査結果

（第２回）

資 料 １



回答項目（複数回答可） 第１回調査
（延べ回答数）

第１回調査
回答割合

第２回調査
（延べ回答数）

第２回調査
回答割合

増減
ポイント

主な業種

燃料、原材料及び資材
等の調達先の多様化

28 62.2% 35 70.0% 7.8
小売業、その
他の非製造業

在庫の積み増し 18 40.0% 16 32.0% -8.0 金属

設備投資、拠点開設の
延期

9 20.0% 10 20.0% 0.0 小売業

事業の一時的な縮小 6 13.3% 6 12.0% -1.3 食料品

金融機関からの借入増
額

4 8.9% 6 12.0% 3.1
食料品、印
刷、他４業種

その他 10 22.2% 7 14.0% -8.2 
その他の非
製造業

合計 75 80

回答項目（複数回答可） 延べ回答数 回答割合 主な業種

燃料 23 38.3% 小売業

塗料関係製品 20 33.3% 金属、建設業

食品関係製品 14 23.3% 金属

ゴム関係製品 11 18.3% 小売業

プラスチック関係製品 9 15.0% 同上

その他 10 16.7%
一般機械、その他の
非製造業、建設業

合計 87

回答項目（複数回答可） 第１回調査
（延べ回答数）

第１回調査
回答割合

第２回調査
（延べ回答数）

第２回調査
回答割合

増減
ポイント

主な業種

原材料・資材価格
の高騰

38 84.4% 45 90.0% 5.6
その他の非
製造業

燃料価格の高騰 28 62.2% 41 82.0% 19.8 同上

物流・輸送コスト
等の上昇

17 37.8% 34 68.0% 30.2 同上

受注の減少・需要
の減退

13 28.9% 18 36.0% 7.1 建設業

燃料、原材料、資
材の調達困難

29 64.4% 17 34.0% -30.4 
その他の非製造
業、金属、建設

(受注済み事業の)
工期の延長

5 11.1% 7 14.0% 2.9 建設業

その他 1 2.2% 1 2.0% -0.2 建設業

合計 131 163

《調査対象および回答数》新潟県中小企業団体中央会に所属する60会員組合を対象に調査し、60組合から回答を得たもの(※回答率100.0%、調査期間：R8.8.10～9.3)

中東情勢緊迫化に伴う県内事業者等への影響調査（第２回）

１

１ 県内事業者等への影響調査結果（現在の影響）

現在の影響 現在の対応

・「影響あり」が約８割（50者）、「影響なし」

「分からない」がそれぞれ約１割（５者）

・現在、「原材料・資材価格の高騰」、「燃料価

格の高騰」などの影響が出ている。

・現在、「燃料、原材料及び資材等の調達先の多様

化」「在庫の積み増し」などの対応が取られている。

現在の影響等について

主なコメント

入手困難・価格高騰している資材等

・現在、「燃料（重油、軽油、灯油等）」が約４割、

「塗料関係製品（シンナー、インク等）」が約３割

不足・価格高騰している。

第１回：n=45 第２回：n=50

○ 「影響あり」との回答は、前回調査と同様に約８割となっている。また、影響があると回答した組合のうち、「燃料、原材料、資材の調達困難」

は約３割となり、前回調査からほぼ半減しており改善がみられる一方、「原材料・資材価格の高騰」は９割、「燃料価格の高騰」は約８割と、

依然として高い水準にあり、価格高騰による影響が広範に及んでいる。

○ 影響があると回答した組合のうち、「燃料、原材料及び資材等の調達先の多様化」は７割と前回調査から増加しており、調達リスクの分散や

サプライチェーンの多様化に向けた対応が進んでいる。

➢「資材の不足感は改善されたが、ほぼ全ての価格が高騰している」

n=60

※（）内は第１回調査回答

食料品 繊維
木材・
木製品

印刷
窯業・
土石製品

金属 鉄鋼 一般機械 電気機械 卸売業 小売業
その他の
非製造業

建設業 運輸業 合計

対象（業種別) 4 4 3 1 4 5 1 5 1 4 10 10 5 3 60
第２回調査回答 4(3) 4(4) 3(3) 1(1) 4(4) 5(5) 1(1) 5(5) 1(1) 4(4) 10(10) 10(9) 5(5) 3(3) 60(58)

第１回：n=45 第２回：n=50



回答項目（複数回答可） 第１回調査
（延べ回答数）

第１回調査
回答割合

第２回調査
（延べ回答数）

第２回調査
回答割合

増減
ポイント

主な業種

燃料、原材料及び資材等の
調達先の多様化

39 83.0% 35 92.1% 9.1 小売業、その他の非製造業

設備投資、拠点開設の延期 9 19.1% 14 36.8% 17.7 その他の非製造業

金融機関からの借入増額 11 23.4% 12 31.6% 8.2 同上

事業の一時的な縮小 18 38.3% 7 18.4% -19.9 建設業

その他 8 17.0% 3 7.9% -9.1
窯業・土石製品、金属、
その他の非製造業

合計 85 71

回答項目（複数回答可） 第１回調査
（延べ回答数）

第１回調査
回答割合

第２回調査
（延べ回答数）

第２回調査
回答割合

増減
ポイント

主な業種

原材料・資材価格の高騰 47 100.0% 35 92.1% -7.9 その他の非製造業

物流・輸送コスト等の上昇 35 74.5% 29 76.3% 1.8 小売業

燃料価格の高騰 38 80.9% 27 71.1% -9.8 その他の非製造業

受注の減少・需要の減退 29 61.7% 20 52.6% -9.1 小売業

燃料、原材料、資材の調達困難 30 63.8% 11 28.9% -34.9 その他の非製造業

(受注済み事業の)工期の延長 16 34.0% 4 10.5% -23.5
木材・木製品、鉄鋼、その
他の非製造業、建設業

その他 0 0.0% 1 2.6% 卸売業

合計 195 127

・今後の対応は「燃料、原材料及び資材等の調達先の多様化」が約９

割と最も多く、次いで、「設備投資、拠点開設の延期」、「金融機

関からの借入増額」となっている。

２

２ 県内事業者等への影響調査結果（今後の影響）

今後の影響 今後の対応

・「影響あり」が約６割（38者）、「分からない」が約４割（21者）

※「影響なし」（１者）

・「原材料・資材価格の高騰」は回答した組合が約９割と最も多く、次いで、

「物流・輸送コスト等の上昇」、「燃料価格の高騰」となっている。

今後の影響等について

主な

コメント

○ 「影響あり」との回答は、前回調査から約２割減少し、約６割となった。一方、「分からない」との回答は約２割増加し、約４割となっており、

中東情勢が今後、どの程度影響を及ぼすのか、見通しにくい状況になっているものと考えられる。

○ また、「影響あり」と回答した組合のうち「燃料、原材料、資材の調達困難」は約３割、「（受注済み事業の）工期の延長」は約１割と

前回調査から改善がみられる。

○ 今後の対応としては「事業の一時的な縮小」との回答は前回調査から改善した一方、「設備投資、拠点開設の延期」との回答は増加しており、

投資について慎重に判断する傾向がみられる。

➢「中東情勢の悪化により原材料価格やエネルギー価格の高騰に伴う物価上昇により消費が低迷し、売上への影響が懸念される。」

➢「材料が入手できないわけではないが、単価は上がり続けている」

第１回：n=47 第２回：n=38

第１回：n=47 第２回：n=38

中東情勢緊迫化に伴う県内事業者等への影響調査（第２回）



国の対応状況

資 料 ２



１ 燃料油・石油製品の安定供給確保（ホルムズ海峡封鎖以降）

(1) 原油調達の動向

出典：8/26開催 中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース（第４回）
資料１ 経済産業省提出資料

国の対応状況

１



(2) 価格の安定化

１ 燃料油・石油製品の安定供給確保

２出典：8/26開催 中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース（第４回）
資料１ 経済産業省提出資料

国の対応状況



(3) 当面の需給見通し（ナフサ由来化学製品）

１ 燃料油・石油製品の安定供給確保

３出典：8/26開催 中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース（第４回）
資料１ 経済産業省提出資料

国の対応状況



２ 重要物資の安定的な供給

(1) 供給の偏り、流通の目詰まりの解消への取組（潤滑油の進捗）

４出典：8/26開催 中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース（第４回）
資料１ 経済産業省提出資料

国の対応状況



２ 重要物資の安定的な供給

(2) 供給の偏り、流通の目詰まりの解消への取組（シンナー・塗料の進捗）

５出典：8/26開催 中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース（第４回）
資料１ 経済産業省提出資料

国の対応状況



２ 重要物資の安定的な供給

(3) 相談件数の推移

６出典：8/26開催 中東情勢に伴う重要物資の安定的な供給確保のためのタスクフォース（第４回）
資料１ 経済産業省提出資料

国の対応状況



県の対応状況

資 料 ３



１ 国への要望

１

県の対応状況

６月１日全国知事会会長（阿部長野県知事）が総理と面会し、中東情勢の緊迫化に
伴う物価高騰対策などを求める提言書を提出した。

【提言】（項目抜粋）
１ エネルギー価格の高騰対策の拡充
２ 中小企業者・農林漁業者・建設業者等の経営支援
３ エネルギー及び石油関連製品の安定的な供給
４ 国民等への丁寧な情報発信等による不安の払拭

２ 業種、分野ごとに県独自の相談窓口を設置

業種、分野ごとに県独自の相談窓口を設置し、県内事業者から寄せられた声を直接

把握したうえで、必要に応じて国につなぐなど、きめ細やかな対応を実施している。

※ 相談件数 16件（R8.9末現在）

農林漁業関係 15件

建設業関係 １件

○ 引き続き、県独自の相談窓口での相談対応を行うとともに、商工団体、金融機関、業界団体
等と連携して情報共有を図り、県内事業者の影響把握に努める。



３ 県制度融資による支援

２

県の対応状況

「物価高騰等対策特別融資」により、物価高騰等の影響を受けた事業者の資金繰り
を支援 ※中東情勢緊迫化の影響による場合も利用可能

（制度の概要）

・最近１カ月間の売上高が、前年同月の売上高と比較して▲５％以上であること
・最近１カ月間の売上高総利益率又は売上高営業利益率が、前年同月又は直近決算

の売上高総利益率又は売上高営業利益率と比較して▲５％以上であること など

対象者

１億円融資限度額

運転資金、設備資金、借換資金資金使途

10年以内（うち据置期間５年以内）融資期間

融資期間に応じて年１.55％～2.15％融資利率

県内の金融機関（銀行、信用金庫、信用組合等）申込先

○ 金融支援を必要とする県内事業者に対して、支援制度等の情報を確実に届けられる
よう、物価高騰等対策特別融資や中小企業金融支援相談窓口について、商工団体・金融
機関等の関係機関を通じた周知を実施

○ 実 績
264件53億98万円（R8.4.1～R8.8.31）

(参考) 428件64億3,778万円（R7.4.1～R8.3.31）


